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（財）財務会計基準機構会員

平成 17 年 3 月期   個別財務諸表の概要             平成 17 年 5 月 16 日  
 

上 場 会 社 名        アイホン株式会社 上場取引所 東・名 
コ ー ド 番 号         ６７１８ 本社所在都道府県 愛知県 
（ＵＲＬ  http://www.aiphone.co.jp ） 

代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 市 川 周 作 

問合せ先責任者 役職名 総務部長 氏名 大 津 勝 宏  ＴＥＬ (052)682－6191 
決算取締役会開催日 平成 17 年 5 月 16 日 中間配当制度の有無           有 
配当支払開始予定日 平成 17 年 6 月 30 日 定時株主総会開催日 平成 17 年 6 月 29 日 
単元株制度採用の有無 有(１単元 100 株) 
 
１． 17 年 3 月期の業績(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3月 31 日)         [百万円未満切捨] 
(1)経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

34,225    7.5 
31,846    6.5 

3,553   △ 3.4 
3,677    17.8 

3,534   △ 0.6 
3,557    14.5 

 
 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
株 主 資 本 

当期純利益率 
総 資 本 

経常利益率 
売 上 高 

経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

2,260    6.3 
2,127   29.8 

111.67 
101.72 

― 
― 

6.9 
6.8 

9.0 
9.6 

10.3 
11.2 

(注) ①期中平均株式数 17 年 3 月期 20,049,303 株    16 年 3 月期 20,624,313 株 
    ②会計処理の方法の変更 無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は対前期増減率 
 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

20.00 
20.00 

7.50 
7.50 

12.50 
12.50 

400    
406    

17.9 
19.7 

1.2 
1.3 

(注) 17 年 3 月期期末配当金の内訳  記念配当 －円－銭   特別配当 5 円 00 銭 
 
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

40,534    
37,909    

33,637    
31,910    

83.0 
84.2 

1,682.72  
1,586.04  

(注) ①期末発行済株式数   17 年 3 月期 19,976,863 株 16 年 3 月期 20,101,311 株 
     ②期末自己株式数     17 年 3 月期 697,265 株 16 年 3 月期 572,817 株 
 
 
２．18 年 3 月期の業績予想(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 
通   期 

16,466   
36,800   

1,060   
3,620   

620   
2,280   

10.00 
― 

― 
10.00 

― 
20.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) １１３円０５銭 

 
※上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後
様々な要因によって実際の業績は予想数値と異なる場合があります。 
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17. 個別財務諸表等 

(1) 貸借対照表 
(単位 百万円) 

当   期 

(平成17年3月31日現在) 

前   期 

(平成16年3月31日現在) 

増減額 

(△印減) 
期 別 

科 目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

[資産の部]  %  %  

Ⅰ 流 動 資 産 27,672 68.3 25,993 68.6 1,678 

1. 現 金 及 び 預 金 9,017  8,739  278 

2. 受 取 手 形 5,306  5,612  △ 306 

3. 売 掛 金 5,226  4,499  726 

4. 有 価 証 券 1,307  1,409  △ 101 

5. 製 品 2,801  2,558  243 

6. 原 材 料 1,929  1,454  474 

7. 仕 掛 品 1,229  1,008  221 

8. 前 渡 金 72  7  64 

9. 前 払 費 用 28  35  △  6 

10. 繰 延 税 金 資 産 563  573  △  10 

11. そ の 他 193  98  95 

 貸 倒 引 当 金 △  3  △     2  △  1 

       

Ⅱ 固 定 資 産 12,862 31.7 11,915 31.4 947 

1. 有 形 固 定 資 産 4,039  3,893  145 

(1) 建 物 及 び 付 属 設 備 1,722  1,730  △  7 

(2) 構 築 物 10  11  △  1 

(3) 機 械 及 び 装 置 98  92  6 

(4) 車 両 運 搬 具 16  5  11 

(5) 工 具 器 具 備 品 598  462  136 

(6) 土 地 1,590  1,590  － 

(7) 建 設 仮 勘 定 2  0  1 

2. 無 形 固 定 資 産 23  23  － 

 電 話 加 入 権 23  23  － 

3. 投 資 そ の 他 の 資 産 8,799  7,998  801 

(1) 投 資 有 価 証 券 5,583  4,979  603 

(2) 関 係 会 社 株 式 1,688  1,350  338 

(3) 関係会社長期貸付金 217  250  △  33 

(4) 破 産 ・ 更 生 債 権 等 31  31  △  0 

(5) 長 期 前 払 費 用 24  36  △  12 

(6) 繰 延 税 金 資 産 304  326  △  21 

(7) 敷 金 及 び 保 証 金 255  271  △  16 

(8) そ の 他 732  789  △  56 

 貸 倒 引 当 金 △  37  △    36  △  0 

資 産 合 計 40,534 100.0 37,909 100.0 2,625 
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(単位 百万円) 

当   期 

(平成17年3月31日現在) 

前   期 

(平成16年3月31日現在) 

増減額 

(△印減) 
期 別 

科 目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

[負債の部]  %  % 
 

 

Ⅰ 流 動 負 債 5,215 12.9 4,413 11.6 802 

1. 買 掛 金 1,876  1,143  732 

2. 未 払 金 901  694  206 

3. 未 払 費 用 1,302  1,281  21 

4. 未 払 法 人 税 等 1,064  1,085  △   20 

5. 未 払 消 費 税 等 16  154  △ 138 

6. 前 受 金 1  0  1 

7. 預 り 金 29  30  △  1 

8. そ の 他 24  23  0 

Ⅱ 固 定 負 債 1,682 4.1 1,585 4.2 96 

1. 再評価に係る繰延税金負債 158  158  △  0 

2. 退 職 給 付 引 当 金 383  349  34 

3. 役員退職慰労金引当金 549  565  △  16 

4. 預 り 保 証 金 590  511  78 

負 債 合 計 6,897 17.0 5,998 15.8 898 

[資本の部]      

Ⅰ 資 本 金 5,388 13.3 5,388 14.2 － 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 5,383 13.3 5,383 14.2 － 

 資 本 準 備 金 5,383  5,383  － 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 25,874 63.8 24,045 63.4 1,829 

1. 利 益 準 備 金 379  379  － 

2. 任 意 積 立 金 12,489  12,040  448 

(1) 圧 縮 記 帳 準 備 金 19  20  △  1 

 (2) 研 究 開 発 積 立 金 1,580  1,480  100 

 (3) 配 当 積 立 金 790  740  50 

(4) 別 途 積 立 金 10,100  9,800  300 

3. 当 期 未 処 分 利 益 13,005  11,624  1,380 

Ⅳ 土 地 再 評 価 差 額 金 △ 2,398 △ 5.9 △ 2,398 △  6.3 △  0 

Ⅴ その他有価証券評価差額金 647 1.6 525 1.4 122 

Ⅵ 自 己 株 式 △ 1,258 △ 3.1 △ 1,033 △  2.7 △ 225 

資 本 合 計 33,637 83.0 31,910 84.2 1,726 

負 債 及 び 資 本 合 計 40,534 100.0 37,909 100.0 2,625 
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(2) 損益計算書 
(単位 百万円) 

当   期 前   期 

(自 平成16年4月 1日至 平成17年3月31日) (自 平成15年4月 1日至 平成16年3月31日) 
増減額 

(△印減) 
期 別 

科 目 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

   %  %  

Ⅰ 売 上 高 34,225 100.0 31,846 100.0 2,378 

Ⅱ 売 上 原 価 21,086 61.6 19,124 60.1 1,961 

1. 期 首 製 品 た な 卸 高 2,558  2,277  280 

2. 当 期 製 品 製 造 原 価 20,652  19,033  1,619 

3. 工 事 仕 入 高 677  372  304 

4. 期 末 製 品 た な 卸 高 2,801  2,558  243 

売 上 総 利 益 13,139 38.4 12,721 39.9 417 

Ⅲ 販 売 費 及 び 一般 管理 費 9,585 28.0 9,044 28.4 541 

1. 販 売 促 進 費 969  913  55 

2. 運 賃 ・ 梱 包 費 392  395  △  2 

3. 貸 倒 引 当 金 繰 入 1  －  1 

4. 給 与 手 当 及 び 賞 与 3,874  3,784  90 

5. 退 職 給 付 費 用 106  112  △  5 

6. 役員退職慰労金引当金繰入 23  32  △  9 

7. 福 利 厚 生 費 666  627  38 

8. 地 代 家 賃 及 び 使 用 料 504  511  △  6 

9. 事 業 税 63  －  63 

10. 公 租 公 課 74  68  6 

11. 消 耗 ・ 修 繕 費 1,050  997  52 

12. 研 究 開 発 費 531  381  150 

13. 教 育 研 修 費 －  69  △  69 

14. 減 価 償 却 費 98  103  △  5 

15. そ の 他 1,228  1,046  182 

営 業 利 益 3,553 10.4 3,677 11.5 △ 123 

Ⅳ 営 業 外 収 益 239 0.7 239 0.8 0 

1. 受 取 利 息 0  0  0 

2. 有 価 証 券 利 息 15  14  1 

3. 受 取 配 当 金 56  40  16 

4. 有 価 証 券 売 却 益 0  －  0 

5. 寮 ・ 社 宅 家 賃 収 入 35  36  △  1 

6. 受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ －  0  △  0 

7. 為 替 差 益 40  －  40 

8. 受 託 開 発 収 入 56  113  △  57 

9. そ の 他 35  33  1 

Ⅴ 営 業 外 費 用 259 0.8 359 1.1 △ 100 

1. 支 払 利 息 4  6  △  1 

2. 売 上 割 引 179  168  10 

3. 為 替 差 損 －  47  △  47 

4. 受 託 開 発 費 用 36  112  △  75 

 5. そ の 他 38  26  12 

経 常 利 益 3,534 10.3 3,557 11.2 △  22 
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(単位 百万円) 

当   期 前   期 

(自 平成16年4月 1日至 平成17年3月31日) (自 平成15年4月 1日至 平成16年3月31日) 
増減額 

(△印減) 
期 別 

科 目 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

   %  %  

Ⅵ 特 別 利 益 69 0.2 25 0.1 44 

1. 固 定 資 産 売 却 益 4  －  4 

2. 関 係 会 社 清 算 益 65  －  65 

3. 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 －  5  △  5 

4. 受 取 保 険 金 －  20  △  20 

Ⅶ 特 別 損 失 23 0.0 102 0.4 △  79 

1. 固 定 資 産 売 却 損 0  －  0 

2. 固 定 資 産 除 却 損 12  20  △  8 

3. 投 資 有 価 証 券 評 価 損 11  －  11 

4. 会 員 権 貸 倒 損 失  －  12  △  12 

5. 損 害 賠 償 金 －  70  △  70 

税 引 前 当 期 純 利 益 3,580 10.5 3,479 10.9 101 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,371 4.0 1,457 4.6 △  85 

法 人 税 等 調 整 額 △  51 △ 0.1 △   104 △ 0.4 52 

当 期 純 利 益 2,260 6.6 2,127 6.7 133 

前 期 繰 越 利 益 10,895  9,652  1,243 

再 評 価 差 額 金 取 崩 額 0  －  0 

中 間 配 当 額 150  155  △  4 

当 期 未 処 分 利 益 13,005  11,624  1,380 

 

(3) 利益処分案 
(単位 百万円) 

当   期 前   期 

(自 平成16年4月 1日至 平成17年3月31日) (自 平成15年4月 1日至 平成16年3月31日) 
増減額 

(△印減) 
期 別 

科 目 

金 額 金 額 金 額 

    

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益 13,005 11,624 1,380 

Ⅱ 任 意 積 立 金 取 崩 額    

圧縮記帳準備金取崩額 1 1 △  0 

合 計 13,006 11,625 1,380 

Ⅲ 利 益 処 分 額    

1. 配 当 金 249 251 △  1 

2. 役員賞与金（取締役） 21 29 △  7 

3. 任 意 積 立 金    

 研 究 開 発 積 立 金 100 100 － 

 配 当 積 立 金 50 50 － 

 別 途 積 立 金 300 300 － 

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益 12,285 10,895 1,390 

 

１株当たり配当金の内訳 

当   期 前   期  

年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末 

普通株式 

（内訳） 普通配当 

特別配当 

円 銭 

15 00  

5 00  

円 銭 

7 50  

－  

円 銭 

7 50  

5 00  

円 銭 

15 00  

5 00  

円 銭 

7 50  

－  

円 銭 

7 50  

5 00  
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(4) 重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式     …… 移動平均法に基づく原価法 

(2) その他有価証券 

・時価のあるもの …… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

・時価のないもの …… 移動平均法に基づく原価法 

なお、債券のうち「取得価額」と「債券金額」との差額の性格が金利の調整と認められ

るものについては、移動平均法に基づく償却原価法（定額法）により原価を算定しており

ます。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 製品、原材料、仕掛品…… 先入先出法に基づく原価法 

(2) 補助材料      …… 最終仕入原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産    …… 定率法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び付属設備    3 ～50 年 

工具器具備品      2 ～20 年 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

５．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に

基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による按分額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。 

(3) 役員退職慰労金引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
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(5) 表示方法の変更 

（販売費及び一般管理費） 

前期まで独立科目で掲記していました教育研修費（当期57百万円）は、金額が少額となった

ため「その他」に含めて表示することに変更しました。 

 

(6) 追加情報 

（外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布さ

れ、平成16年４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、

当期から「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の

付加価値割および資本割については、販売費及び一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が63百万円増加し、営業利益、経常利益および税引前当期

純利益が63百万円減少しております。 

 

(7) 注記事項 

(貸借対照表関係)   

 （当  期） （前  期） 

１．関係会社に対する資産及び負債   

売掛金 380百万円 352百万円 

買掛金 542百万円 243百万円 

２．有形固定資産の減価償却累計額 7,165百万円 6,990百万円 

３．土地の再評価 
  

土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土

地の再評価を行い、土地再評価差額金として資本の部に計上しております。 

・再評価の方法       …… 土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月

31日公布政令第119号)第２条第４号に定める当

該事業用土地について地価税法第16条に規定す

る地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の

価額を算定するために国税庁長官が定めて公表

した方法により算定した価額に合理的な調整を

行って算出しております。 

・再評価を行った年月日   …… 平成14年3月31日 

・再評価を行った土地の当期

末における時価と再評価後

の帳簿価額との差額 

…… △   239百万円  

なお、再評価後の帳簿価額のうち171百万円は、投資その他の資産の「その他」に含

まれております。 

４．偶発債務   

子会社の営業取引に関して債務保証を行なっております。 

アイホンコミュニケーションズ(タイランド) 108百万円 105百万円 

５．受取手形割引高および受取手形裏書譲渡高 

受取手形割引高 

受取手形裏書譲渡高 

 

3百万円 

1,417百万円 

 

10百万円 

1,124百万円 

６．会社が発行する株式の総数 普通株式 50,000,000株 50,000,000株 

  発行済株式の総数 普通株式 20,674,128株 20,674,128株 

７．自己株式の保有数      普通株式 697,265株 572,817株 
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(損益計算書関係)   

 （当  期） （前  期） 

１．関係会社との取引高   

受取ロイヤリティ －百万円 0百万円 

受取配当金 21百万円 20百万円 

 

２．一般管理費および当期総製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。 

 一般管理費 531百万円 381百万円 

当期総製造費用 1,246百万円 1,058百万円 

 計 1,777百万円 1,439百万円 

   

３．固定資産売却益の内訳   

 車両運搬具 1百万円 －百万円 

 投資その他の資産 

その他(投資不動産) 
2百万円 －百万円 

 計 4百万円 －百万円 

   

４．固定資産売却損の内訳   

 車両運搬具 0百万円 －百万円 

   

５．固定資産除却損の内訳   

 建物及び付属設備 0百万円 0百万円 

 構築物 －百万円 0百万円 

 機械及び装置 3百万円 2百万円 

 工具器具備品 7百万円 6百万円 

 ソフトウェア －百万円 10百万円 

 計 12百万円 20百万円 

 



－37－ 

18. リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） （当  期） （前  期） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

取 得 価 額 相 当 額 工具器具備品 540百万円 513百万円 

 ソフトウェア 162百万円 131百万円 

 合 計 703百万円 645百万円 

    

減価償却累計額相当額 工具器具備品 248百万円 194百万円 

 ソフトウェア 78百万円 44百万円 

 合 計 327百万円 239百万円 

    

期 末 残 高 相 当 額 工具器具備品 292百万円 318百万円 

 ソフトウェア 83百万円 86百万円 

 合 計 375百万円 405百万円 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。 

(2) 未経過リース料期末残高相当額   

一 年 内  141百万円 129百万円 

一 年 超  234百万円 276百万円 

合 計  375百万円 405百万円 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額   

支 払 リ ー ス 料  141百万円 124百万円 

減 価償却費相当額  141百万円 124百万円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法    

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 

 

19. 有価証券関係 

 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 
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20. 税効果会計関係 
(1)繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  当期(平成17年3月31日現在)  前期(平成16年3月31日現在) 

（流動資産）     

 繰延税金資産     

 賞 与 引 当 金  355百万円  369百万円 

 た な 卸 資 産  35百万円  25百万円 

 未 払 事 業 税  95百万円  105百万円 

 未 払 費 用  61百万円  57百万円 

 そ の 他  16百万円  16百万円 

 繰 延 税 金 資 産  合 計  564百万円  575百万円 

 繰延税金負債     

 圧 縮 記 帳 準 備 金  △     0百万円  △     0百万円 

 そ の 他  △     0百万円  △     0百万円 

 繰 延 税 金 負 債  合 計  △     1百万円  △     1百万円 

 繰 延 税 金 資 産 の 純 額  563百万円  573百万円 

      

（固定資産）     

 繰延税金資産     

 退 職 給 付 引 当 金  130百万円  90百万円 

 役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金  222百万円  229百万円 

 貸 倒 引 当 金  5百万円  5百万円 

 減 価 償 却 費  404百万円  376百万円 

 投 資 有 価 証 券 評 価 損  8百万円  8百万円 

 会 員 権 評 価 損  24百万円  20百万円 

 そ の 他  4百万円  4百万円 

 繰 延 税 金 資 産  小 計  800百万円  735百万円 

 評 価 性 引 当 額  △    43百万円  △    39百万円 

 繰 延 税 金 資 産  合 計  757百万円  696百万円 

 繰延税金負債     

 圧 縮 記 帳 準 備 金  △    11百万円  △    12百万円 

 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  △   441百万円  △   357百万円 

 繰 延 税 金 負 債  合 計  △   453百万円  △   370百万円 

 繰 延 税 金 資 産 の 純 額  304百万円  326百万円 

     

（固定負債）     

 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 資 産  1,067百万円  1,067百万円 

 評 価 性 引 当 額  △ 1,067百万円  △ 1,067百万円 

 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債  △   158百万円  △   158百万円 

 再評価に係る繰延税金負債の純額  △   158百万円  △   158百万円 

 

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
当期(平成17年3月31日現在)  前期(平成16年3月31日現在) 

法定実効税率 40.56％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.82％ 

受取配当金等永久に損金に算入されない項目 △1.03％ 

住民税均等割等 1.19％ 

試験研究費の総額に係る特別税額控除 △4.30％ 

情報通信機器等を取得した場合等の特別税額控除 △0.16％ 

その他 △0.21％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.87％ 

  

法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異

はありません。 
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21． 役 員 の 異 動  

 

 

該当事項はありません。 

 

 

以上 


